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(57)【要約】
【課題】特別な装置・金型または複雑な操作を必要とせずかつ製造コストの増加を伴わず
に製造され、表層の十分な硬度が確保され、加熱後寸法変化率の少ない樹脂発泡成形体を
提供することを課題とする。
【解決手段】同一種類の発泡樹脂粒子に由来する発泡成形体であり、前記発泡成形体の表
層の嵩発泡倍率Ｓｆと内部の嵩発泡倍率Ｉｆとの比率が、１．１≦Ｉｆ／Ｓｆ≦１．８を
有する発泡体であることを特徴とする発泡成形体により上記課題を解決する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　同一種類の発泡樹脂粒子に由来する発泡成形体であり、前記発泡成形体の表層の嵩発泡
倍率Ｓｆと内部の嵩発泡倍率Ｉｆとの比率が、１．１≦Ｉｆ／Ｓｆ≦１．８を有する発泡
体であることを特徴とする発泡成形体。
【請求項２】
　前記比率Ｉｆ／Ｓｆが、１．１５～１．７である請求項１に記載の発泡成形体。
【請求項３】
　前記発泡樹脂粒子が、ポリプロピレン系樹脂１００質量部に対して、ポリスチレン系樹
脂を１００質量部以上４００質量部未満含有する発泡樹脂粒子である請求項１または２に
記載の発泡成形体。
【請求項４】
　前記発泡成形体が、その全体において１５～６０倍の嵩発泡倍率を有し、下記式（１）
　　－０．９５Ｘ＋９０≦Ｙ≦１００・・・（１）
（式中、Ｙは表面硬度（ＣＳ硬度）、Ｘは嵩発泡倍率である）
を満たす請求項１～３のいずれか１つに記載の発泡成形体。
【請求項５】
　前記表面硬度Ｙと前記嵩発泡倍率Ｘとが、下記式（２）
　　－０．９０Ｘ＋９０≦Ｙ≦９５・・・（２）
を満たす請求項４に記載の発泡成形体。
【請求項６】
　ＪＩＳ　Ｋ６７６７：１９９９ＫのＢ法により測定された８０℃、１６８時間での加熱
後寸法変化率が絶対値で１．０％以下を満たす請求項１～５いずれか１つに記載の発泡成
形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発泡成形体に関する。更に詳しくは、本発明は、発泡成形体の表層の嵩発泡
倍率が内部の嵩発泡倍率より低い発泡成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、軽量化や低コスト化の要望から、樹脂発泡成形体の嵩発泡倍率をより高倍化する
ことが望まれている。しかしながら、一般的に樹脂発泡成形体の嵩発泡倍率をより高倍化
させると、樹脂発泡成形体の表面の硬度が低くなり、用途によっては硬度の要求値を満た
せないという課題があった。
　そこで、樹脂発泡成形体表面の硬度を上げるために、成形体の表面部の略全面に均一か
つ高密度で硬いスキン層を有する成形体が知られている（特許文献１）。
　また、発泡成形体の表面に一定厚みの無発泡層（スキン層）を形成させ、剛性の向上、
表面加飾を可能にする発泡成形体が知られている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第３８５９３３０号公報
【特許文献２】特開平７－２８５１４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、特許文献１および２に記載の樹脂発泡成形体は、前述のように成形体表面に高
密度のスキン層や一定厚みの無発泡層を形成させる特殊な成形方法によってのみ得られる
ものであるので、特別な装置・金型または複雑な操作を必要としかつ製造コストが増加す
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る問題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、上記の課題を解決するため、鋭意研究を重ねた結果、発泡成形体の表層
の嵩発泡倍率を内部の嵩発泡倍率より低くすれば、スキン層を設けなくても、所望の表面
硬度を確保できることを見出して、本発明を完成した。
【０００６】
　かくして本発明によれば、同一種類の発泡樹脂粒子に由来する発泡成形体であり、前記
発泡成形体の表層の嵩発泡倍率Ｓｆと内部の嵩発泡倍率Ｉｆとの比率が、１．１≦Ｉｆ／
Ｓｆ≦１．８を有する発泡体であることを特徴とする発泡成形体が提供される。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、硬度の良好な樹脂発泡成形体を提供することができ、さらに、加熱後
寸法変化率の小さい樹脂発泡成形体を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明の発泡成形体は、同一種類の発泡樹脂粒子に由来する発泡成形体であり、前記発
泡成形体の表層の嵩発泡倍率Ｓｆと内部の嵩発泡倍率Ｉｆとの比率が、１．１≦Ｉｆ／Ｓ
ｆ≦１．８を有する発泡体である。
【０００９】
＜発泡樹脂粒子＞
　本発明の発泡樹脂粒子とは、樹脂粒子に発泡剤を含浸させ、それを所定の嵩密度に発泡
させた粒子である。
【００１０】
（樹脂粒子）
　樹脂粒子には、同一種類の樹脂粒子が使用される。
　樹脂粒子としては、ポリオレフィン系樹脂粒子、ポリスチレン系樹脂粒子、ポリスチレ
ン系樹脂とポリオレフィン系樹脂の複合樹脂粒子が挙げられる。
【００１１】
　上記ポリスチレン系樹脂とポリオレフィン系樹脂の複合樹脂粒子としては、ポリスチレ
ン系樹脂とポリオレフィン系樹脂とを混合した樹脂粒子、ポリオレフィン系樹脂からなる
種粒子（マイクロペレット）にスチレン系モノマーを含浸（吸収）させた後、重合させる
ことで得られる樹脂粒子（以下、改質樹脂粒子または改質ポリスチレン系樹脂粒子ともい
う）が挙げられる。複合樹脂粒子を構成するポリオレフィン系樹脂はポリプロピレン系樹
脂であることが好ましい。
【００１２】
　上記樹脂粒子の内、ポリスチレン系樹脂とポリオレフィン系樹脂の性質を粒子レベルで
兼ね備えた複合樹脂粒子が好ましい。特に、改質樹脂粒子が好ましい。以下、改質樹脂粒
子について説明する。
【００１３】
　前記改質樹脂粒子の樹脂材料の１つであるポリオレフィン系樹脂としては、特に限定さ
れず、公知の重合方法で得られた樹脂が使用できるが、中でもポリプロピレン系樹脂が好
ましい。また、ポリオレフィン系樹脂は、架橋していてもよい。
　ポリプロピレン系樹脂としては、特に限定されず、例えば、プロピレン－エチレン共重
合体が用いられる。該プロピレン－エチレン共重合体は、エチレンとプロピレンの共重合
体を主成分とするものであるが、エチレンまたはプロピレンと共重合し得る他のモノマー
を分子内に含有するものであってもよい。そのようなモノマーとしては、α－オレフィン
、環状オレフィン、ジエン系モノマーから選択された一種または二種以上のものが挙げら
れる。
【００１４】
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　前記ポリプロピレン系樹脂としては、１２０～１４５℃の範囲の融点を有するものが好
ましい。ポリプロピレン系樹脂の融点が１２０℃より低いと耐熱性が乏しく、改質ポリス
チレン系樹脂粒子を用いて製造される改質ポリスチレン系樹脂発泡成形体の耐熱性が低く
なることがある。また、融点が１４５℃より高いと、重合温度が高くなり、良好な重合が
できなくなることがある。
【００１５】
　前記ポリプロピレン系樹脂には、必要に応じて、難燃剤、難燃助剤、酸化防止剤、紫外
線吸収剤、顔料、着色剤等の添加剤が含まれていてもよい。
　改質ポリスチレン系樹脂粒子においては、着色剤は、無機系の顔料であっても、有機系
の顔料であってもよい。
　無機系の顔料としては、例えば、黄鉛、亜鉛黄、バリウム黄等のクロム酸塩、紺青等の
フェロシアン化合物、カドミウムイエロー、カドミウムレッド等の硫化物、鉄黒、紅殻等
の酸化物、群青等のケイ酸塩、酸化チタン等が挙げられる。
　また、有形系の顔料としては、例えば、モノアゾ顔料、ジスアゾ顔料、アゾレーキ、縮
合アゾ顔料、キレートアゾ顔料等のアゾ顔料、フタロシアニン系、アントラキノン系、ペ
リレン系、ペリノン系、チオインジゴ系、キナクリドン系、ジオキサジン系、イソインド
リノン系、キノフタロン系等の多環式顔料が挙げられる。
【００１６】
　前記改質ポリスチレン系樹脂粒子の樹脂材料の１つであるポリスチレン系樹脂としては
、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｔ－ブチルスチレン等
のスチレン系モノマーを重合させて得られる樹脂が挙げられる。さらに、ポリスチレン系
樹脂は、スチレン系モノマーと、該スチレン系モノマーと共重合可能な他のモノマーとの
共重合体であってもよい。他のモノマーとしては、ジビニルベンゼンのような多官能性モ
ノマーや、（メタ）アクリル酸ブチルのような構造中にベンゼン環を含まない（メタ）ア
クリル酸アルキルエステルなどが例示される。これら他のモノマーは、実質的にポリスチ
レン系樹脂に対して５質量％を超えない範囲で使用してもよい。なお、本明細書では、ス
チレンおよびスチレンと共重合可能なモノマーもスチレン系モノマーと称している。
【００１７】
　改質ポリスチレン系樹脂粒子は、例えば、ポリオレフィン系樹脂粒子が分散保持された
水性媒体中にスチレン系モノマーを加えて重合させることで得られる。改質ポリスチレン
系樹脂粒子の製造方法を以下で説明する。
【００１８】
　ポリオレフィン系樹脂粒子は、公知の方法で得ることができる。例えば、まず、押出機
を使用してポリオレフィン系樹脂を溶融押出した後、水中カット、ストランドカット等に
より造粒することや、粉砕機で直接樹脂粒子を粉砕することで、ポリオレフィン系樹脂粒
子を作製できる。通常、使用するポリオレフィン系樹脂粒子の形状は、例えば、真球状、
楕円球状（卵状）、円柱状、角柱状、ペレット状又はグラニュラー状である。以下では、
ポリオレフィン系樹脂粒子をマイクロペレットとも記す。このポリオレフィン系樹脂粒子
の好ましい樹脂粒径は、０．５ｍｍ～１．５ｍｍの範囲であり、より好ましくは、０．６
ｍｍ～１．０ｍｍの範囲である。
　また、ポリオレフィン系樹脂としては、下記（Ａ）工程において、融点が１００℃～１
５０℃であるものが好ましく、１２０℃～１４５℃であるものがさらに好ましい。
【００１９】
　ポリオレフィン系樹脂粒子は、タルク、珪酸カルシウム、ステアリン酸カルシウム、合
成あるいは天然に産出される二酸化ケイ素、エチレンビスステアリン酸アミド、メタクリ
ル酸エステル系共重合体等の気泡調整剤、トリアリルイソシアヌレート６臭素化物等の難
燃剤、カーボンブラック、酸化鉄、グラファイト等の着色剤等を含んでいてもよい。
【００２０】
　次に、ポリオレフィン系樹脂粒子を用い、次の（Ａ）～（Ｄ）の各工程を備えた製造方
法により、改質樹脂粒子を効率よく、また歩留まりよく製造することができる。
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（Ａ）分散剤を含む水性懸濁液中に、ポリオレフィン系樹脂粒子と、スチレン系モノマー
と、重合開始剤とを分散させる工程、
（Ｂ）得られた分散液を前記スチレン系モノマーが実質的に重合しない温度に加熱して前
記スチレン系モノマーを前記ポリオレフィン系樹脂粒子に含浸させる工程、
（Ｃ）前記ポリオレフィン系樹脂粒子の融点をＴ℃としたとき、（Ｔ－１０）℃～（Ｔ＋
２０）℃の温度で、前記スチレン系モノマーの第１の重合を行う工程、
（Ｄ）前記第１の重合工程に続いて、スチレン系モノマーと、重合開始剤とを加え、かつ
、前記ポリオレフィン系樹脂粒子の融点をＴ℃としたとき、（Ｔ－２５）℃～（Ｔ＋１０
）℃の温度とすることにより、前記ポリオレフィン系樹脂粒子への前記スチレン系モノマ
ーの含浸および第２の重合を行う工程。
【００２１】
　なお、この（Ａ）～（Ｄ）の各工程は、スチレン系モノマーを原料としてビーズ状のポ
リスチレン系樹脂粒子を製造するポリスチレン系樹脂の懸濁重合法またはシード重合法等
の周知の重合方法を行う際に用いられるオートクレーブ重合装置等を用いて行うことがで
きるが、使用する製造装置はこれに限定されない。
【００２２】
　前記（Ａ）工程で用いられる分散剤としては、例えば、部分ケン化ポリビニルアルコー
ル、ポリアクリル酸塩、ポリビニルピロリドン、カルボキシメチルセルロース、メチルセ
ルロース等の有機系分散剤、ピロリン酸マグネシウム、ピロリン酸カルシウム、リン酸カ
ルシウム、炭酸カルシウム、リン酸マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化マグネシウム
等の無機系分散剤が挙げられる。この内、無機系分散剤が好ましい。無機系分散剤を用い
る場合、界面活性剤を併用することが好ましい。このような界面活性剤としては、例えば
、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダ、α－オレフィンスルホン酸ソーダ等が挙げられる
。
【００２３】
　また、重合開始剤としては、スチレン系モノマーの重合に汎用されている周知の重合開
始剤を使用できる。例えば、ベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ｔ
－アミルパーオキシオクトエート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ｔ－アミルパー
オキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオキシビバレーと、ｔ－ブチルパーオキシイソプロ
ピルカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシアセテート、ｔ－ブチルパーオキシ－３，３，
５－トリメチルシクロヘキサノエート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシヘキサハイドロテレフ
タレート、２，２－ジ－ｔ－ブチルパーオキシブタン，ジクミルパーオキサイド等の有機
過酸化物、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスジメチルバレロニトリル等のアゾ化合
物が挙げられる。なお、重合開始剤は、単独で用いられても併用されてもよい。
【００２４】
　また、架橋剤を添加する場合、その添加方法としては、例えば、架橋剤をポリオレフィ
ン系樹脂に直接添加する方法、溶剤、可塑剤またはスチレン系モノマーに架橋剤を溶解さ
せた上で添加する方法、架橋剤を水に分散させた上で添加する方法等が挙げられる。この
内、スチレン系モノマーに架橋剤を溶解させた上で添加する方法が好ましい。
【００２５】
　スチレン系モノマーは、ポリオレフィン系樹脂粒子に含浸させるために、水性媒体に、
連続的にまたは断続的に添加できる。スチレン系モノマーは、水性媒体中に徐々に添加し
ていくのが好ましい。水性媒体としては、水、水と水溶性媒体（例えば、アルコール）と
の混合媒体が挙げられる。
【００２６】
　前記（Ｂ）工程において、（Ａ）工程で得られた分散液を、スチレン系モノマーが実質
的に重合しない温度に加熱し、スチレン系モノマーをポリオレフィン系樹脂粒子に含浸さ
せる際の温度は、４５℃～７０℃の範囲、好ましくは５０℃～６５℃の範囲とする。
　この含浸温度が４５℃より低いと、スチレン系モノマーの含浸が不十分となってポリス
チレンの重合粉末が生成されることがあり、好ましくない。一方、含浸温度が７０℃より
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高いと、スチレン系モノマーがポリオレフィン系樹脂粒子に十分含浸される前に重合して
しまうことがあり好ましくない。
【００２７】
　前記（Ｃ）工程、および（Ｄ）工程において、重合温度は重要な因子であり、ポリオレ
フィン系樹脂の融点をＴ℃としたとき、（Ｃ）工程（第１の重合）では、（Ｔ－１０）℃
～（Ｔ＋２０）℃の温度範囲とし、（Ｄ）工程（第２の重合）では、（Ｔ－２５）℃～（
Ｔ＋１０）℃の温度範囲とする。
　前記温度範囲で重合を行うことにより、樹脂粒子の中心部は、ポリスチレン系樹脂の存
在量が多く（つまり、表層にポリオレフィン系樹脂の存在量が多い）、その結果として、
ポリオレフィン系樹脂とポリスチレン系樹脂のそれぞれの長所が生かされ、剛性、発泡成
形性、耐薬品性および耐熱性に優れた改質ポリスチレン系樹脂粒子が得られる。
【００２８】
　重合容器の形状及び構造としては、従来からスチレン系モノマーの懸濁重合に用いられ
ているものであれば、特に限定されない。
　また、撹拌翼の形状についても特に限定はなく、具体的には、Ｖ型パドル翼、ファード
ラー翼、傾斜パドル翼、平パドル翼、プルマージン翼等のパドル翼、タービン翼、ファン
タービン翼等のタービン翼、マリンプロペラ翼のようなプロペラ翼等が挙げられる。これ
ら撹拌翼の内では、パドル翼が好ましい。撹拌翼は、単段翼であっても多段翼であっても
よい。重合容器に邪魔板（バッフル）を設けてもよい。
　得られる改質樹脂粒子の粒子径は、０．２～２ｍｍ程度が好ましく、より好ましくは０
．５～１．８ｍｍである。
【００２９】
　ポリスチレン系樹脂は、改質樹脂粒子中に、ポリオレフィン系樹脂（好ましくはポリプ
ロピレン系樹脂）１００質量部に対して、１００質量部以上４００質量部未満含まれるの
が好ましく、１２０質量部以上３００質量部未満含まれるのがより好ましく、１５０質量
部以上２５０質量部未満含まれるのがさらに好ましい。また、ポリオレフィン系樹脂粒子
（好ましくはポリプロピレン系樹脂粒子）１００質量部に対するポリスチレン系樹脂の原
料のスチレン系モノマーの配合量も、ポリスチレン系樹脂と同じ、１００質量部以上４０
０質量部未満である。
　ポリスチレン系樹脂の含有量が４００質量部より多いと、予備発泡粒子を二次発泡させ
て得られる発泡成形体の耐薬品性および耐熱性が低下することがあり好ましくない。一方
１００質量部より少ないと、予備発泡粒子を二次発泡させて得られる発泡成形体の剛性が
低下することがあり好ましくない。
【００３０】
　得られる改質樹脂粒子中には、難燃剤、難燃助剤等の添加剤が配合されていてもよい。
　難燃剤としては、トリ（２，３－ジボロモプロピル）イソシアネート等が挙げられる。
　難燃助剤としては、２，３－ジメチル－２，３－ジフェニルブタン等が挙げられる。
【００３１】
（発泡剤含浸）
　発泡剤の含浸は、加圧下又は常圧下、それ自体公知の方法により行うことができる。改
質ポリスチレン系樹脂粒子中に発泡剤を含浸させる方法は、発泡剤の種類に応じて適宜変
更可能である。例えば、改質ポリスチレン系樹脂粒子が分散している水性媒体中に発泡剤
を圧入して、該樹脂中に発泡剤を含浸させる方法、改質ポリスチレン系樹脂粒子を回転混
合機に供給し、この回転混合機内に発泡剤を圧入して該樹脂粒子に発泡剤を含浸させる方
法などが挙げられる。なお、改質ポリスチレン系樹脂粒子に発泡剤を含浸させる温度は、
通常、５０℃～１４０℃とすることが好ましい。
【００３２】
　発泡剤としては、沸点が重合体の軟化温度以下であり易揮発性を有するもの、例えば、
プロパン、ｎ－ブタン、ｉ－ブタン、ｎ－ペンタン、ｉ－ペンタン、シクロペンタン、炭
酸ガス、窒素が挙げられ、これらの発泡剤は、単独もしくは２種以上を併用して用いるこ
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とができる。易揮発性発泡剤の使用量は、改質ポリスチレン系樹脂粒子１００質量部に対
して５～２５質量部の範囲とすることが好ましい。
【００３３】
　さらに、発泡助剤を発泡剤と共に用いてもよい。このような発泡助剤としては、例えば
、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、シクロヘキサン、Ｄ－リモネンなどの溶剤、ジ
イソブチルアジペート、ジアセチル化モノラウレート、やし油などの可塑剤（高沸点溶剤
）が挙げられる。なお、発泡助剤の添加量としては、改質ポリスチレン系樹脂粒子１００
質量部に対して０．１～２．５質量部が好ましい。
【００３４】
　また、発泡性改質ポリスチレン系樹脂粒子には、結合防止剤、融着促進剤、帯電防止剤
、展着剤などの表面処理剤を添加してもよい。
　結合防止剤は、発泡性改質ポリスチレン系樹脂粒子を予備発泡させる際の予備発泡粒子
同士の合着を防止する役割を果たす。ここで、合着とは、予備発泡粒子の複数個が合一し
て一体化することをいう。具体例としては、タルク、炭酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛
、水酸化アルミニウム、エチレンビスステアリン酸アミド、第三リン酸カルシウム、ジメ
チルポリシロキサンなどが挙げられる。
【００３５】
　融着促進剤は、予備発泡粒子を二次発泡成形する際の予備発泡粒子同士の融着を促進さ
せる役割を果たす。具体例としては、ステアリン酸、ステアリン酸トリグリセリド、ヒド
ロキシステアリン酸トリグリセリド、ステアリン酸ソルビタンエステルなどが挙げられる
。
　帯電防止剤としては、ポリオキシエチレンアルキルフェノールエーテル、ステアリン酸
モノグリセリド等が挙げられる。展着剤としては、ポリブテン、ポリエチレングリコール
、シリコンオイルなどが挙げられる。なお、前記表面処理剤の総添加量は、改質ポリスチ
レン系樹脂粒子１００質量部に対して０．０１～２．０質量部が好ましい。
【００３６】
（発泡樹脂粒子製造）
　発泡剤が含浸された樹脂粒子（発泡性樹脂粒子）を、必要に応じて、水蒸気等の加熱媒
体を用いて加熱して所定の嵩密度に予備発泡させることで、発泡樹脂粒子を得ることがで
きる。
　前記以外の発泡樹脂粒子の製造方法として、発泡樹脂粒子は、押出発泡法でも得ること
ができる。ここで、押出発泡法とは、樹脂を押出機に供給し、押出機内で樹脂を溶融し、
溶融した樹脂に発泡剤を含ませ、発泡剤含有の溶融樹脂を押出機から低圧領域へ押し出し
て、押し出すと同時に樹脂を発泡させて発泡樹脂粒子とする方法である。また、押出機に
供給する樹脂は２種類以上でもよい。
【００３７】
　発泡樹脂粒子は、嵩倍数５～６０倍（嵩密度０．０１６～０．２ｇ／ｃｍ3）を有して
いることが好ましい。嵩倍数が６０倍より大きいと、発泡粒子の独立気泡率が低下して、
発泡樹脂粒子を発泡させて得られる発泡成形体の強度が低下することがある。一方、５倍
より小さいと、発泡樹脂粒子を発泡させて得られる発泡成形体の重量が増加することがあ
る。
【００３８】
　発泡樹脂粒子の形態は、その後の型内発泡成形に影響を与えないものであれば、特に限
定されない。例えば、真球状、楕円球状（卵状）、円柱状、角柱状などが挙げられる。こ
の内、成形型のキャビティ内への充填が容易である真球状、楕円球状が好ましい。
【００３９】
　この発泡樹脂粒子は、添加剤を含んでいてもよい。添加剤としては、タルク、珪酸カル
シウム、エチレンビスステアリン酸アミド、メタクリル酸エステル系共重合体などの発泡
核剤、合成あるいは天然に産出される二酸化ケイ素などの充填剤、ヘキサブロモシクロド
デカン、トリアリルイソシアヌレート６臭素化合物などの難燃剤、ジイソブチルアジペー
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ト、流動パラフィン、グリセリンジアセトモノラウレート、やし油などの可塑剤、カーボ
ンブラック、グラファイトなどの着色剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤などが挙げられる。
【００４０】
＜発泡成形体＞
　更に、発泡樹脂粒子は通常２４時間程度保管し熟成させる。その後、金型内に発泡樹脂
粒子を充填し、再度加熱して発泡樹脂粒子を型内発泡させて粒子同士を熱融着させ、冷却
を行うことで発泡成形体を得ることができる。加熱用の媒体は、ゲージ圧力０．０５～０
．４５ＭＰａの水蒸気が好適に使用され、水蒸気を導入する時間は１０～１８０秒が好ま
しい。
【００４１】
　発泡成形体は、嵩倍数５～６０倍（嵩密度０．０１６～０．２ｇ／ｃｍ3）を有してい
ることが好ましい。嵩倍数が６０倍より大きいと、発泡成形体の強度が低下することがあ
る。一方、５倍より小さいと、発泡成形体の重量が増加することがある。
【００４２】
　本発明において、発泡成形体の表層および内部とは、発泡成形体の厚みが少なくとも２
０ｍｍ以上あり、表皮を含む３０ｍｍ×３０ｍｍ以上の水平な面を有する任意の部分から
、厚みの１／３の長さを一変とする立方体を厚み方向に３等分に分割したときに、その３
等分した立方体のうちの、発泡成形体の表皮を含む上下の分割片を表層、表皮を含まない
前記表層に挟まれた分割片を内部という。
【００４３】
　得られる発泡成形体の表層の嵩発泡倍率Ａと内部の嵩発泡倍率Ｂの比率は、１．１≦Ｂ
／Ａ≦１．８であり、好ましくは１．１５≦Ｂ／Ａ≦１．７である。
【００４４】
　さらに、得られる発泡成形体は、見かけの嵩発泡倍率（全体における嵩発泡倍率）が１
５～６０倍の範囲にあり、その表面硬度（ＣＳ硬度）Ｙと嵩発泡倍率Ｘとの関係が下記式
（１）：
　　　　　　　　　－０．９５Ｘ＋９０≦Ｙ≦１００・・・（１）
を満たすものが好ましく、下記式（２）：
　　　　　　　　　－０．９０Ｘ＋９０≦Ｙ≦９５・・・（２）
を満たすものがさらに好ましい。
【００４５】
　得られた発泡成形体は、家電製品等の緩衝材（クッション材）、電子部品、各種工業資
材、食品等の搬送容器、自動車関連部品（例えば、車輌用バンパーの芯材、ドア内装緩衝
材等の衝撃エネルギー吸収材等）等に用いることができる。特に、自動車内装材（例えば
、下肢部衝撃吸収材やフロア嵩上げ材、ツールボックス等）に好適に用いることができる
。
【実施例】
【００４６】
　以下、実施例を挙げて更に説明するが、本発明はこれら実施例によって限定されるもの
ではない。実施例に記載した各種測定法及び製造条件を以下で説明する。
＜予備発泡条件＞
　スチームで予熱したＰＳＸ４０予備発泡機（笠原工業社製）に発泡剤を含浸させた樹脂
粒子（発泡性樹脂粒子）を０．５～１．５ｋｇ投入し、撹拌しながらゲージ圧力０．００
５～０．０９ＭＰａの設定でスチームを導入し、２０～１８０秒間で所定の嵩密度（嵩倍
数）まで発泡させて発泡樹脂粒子を得る。
【００４７】
＜発泡樹脂粒子の嵩密度及び嵩倍数＞
　約５ｇの発泡樹脂粒子の重量（ａ）を小数以下２位まで秤量する。次に、最小メモリ単
位が５ｃｍ3である５００ｃｍ3メスシリンダーに秤量した発泡樹脂粒子を入れ、これにメ
スシリンダーの口径よりやや小さい円形の樹脂板であって、その中心に巾約１．５ｃｍ、
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長さ約３０ｃｍの棒状の樹脂板が直立して固定された押圧具をあてて、発泡樹脂粒子の体
積（ｂ）を読み取り、式（ａ）／（ｂ）により発泡樹脂粒子の嵩密度（ｇ／ｃｍ3）を求
める。なお、嵩倍数は嵩密度の逆数、すなわち式（ｂ）／（ａ）とする。
【００４８】
＜発泡成形体の嵩密度及び嵩倍数＞
　発泡成形体の嵩密度は、発泡成形後に得られる発泡成形体の見かけの体積（ｃｍ3）（
ｃ）と、その重量（ｇ）（ｄ）を測定し、式（ｄ）／（ｃ）により発泡樹脂粒子の嵩密度
（ｇ／ｃｍ3）を求める。発泡成形体の見かけの体積は成形後の収縮を考慮しなければ、
例えば発泡成形体が得られた時点での金型キャビティ内の体積に等しく、金型図面寸法か
ら算出できる。なお、嵩倍数は嵩密度の逆数、すなわち式（ｃ）／（ｄ）とする。
【００４９】
＜発泡成形体の表面硬度＞
　測定装置として、高分子計器（株）製 アスカーゴム硬度計ＣＳ型（押針形状：高さ２
．５４ｍｍ、φ１０ｍｍ円筒形）を用い、発泡成形体の表面硬度を測定する。
　発泡成形体の厚みが少なくとも２０ｍｍ以上あり、表皮を含む３０ｍｍ×３０ｍｍ以上
の水平な面から任意に選択した部分にＣＳ硬度計を設置し、垂直に荷重がかかるように荷
重５ｋｇのおもりを用いて試験体表面に対し、５秒間ＣＳ硬度計を押し付けることによっ
て発泡成形体の表面硬度を測定した。同様に計２０点分の測定を行い、平均値を発泡成形
体の表面硬度とする。
　ただし、発泡成形体の厚みが２０ｍｍ未満の場合や、表面を含む水平な面が３０ｍｍ×
３０ｍｍ未満の場合はこれらの数値を測定に支障なき程度まで減らすことができる。
　また、発泡成形体の形状により計２０点分の測定が困難な場合は、測定可能な数まで測
定数を減らすことができる。
【００５０】
＜発泡成形体の表層、内部の嵩発泡倍率＞
　発泡成形体の厚みが少なくとも２０ｍｍ以上あり、表皮を含む３０ｍｍ×３０ｍｍ以上
の水平な面を有する任意の部分から、厚みの１/３の長さを１辺とする立方体を厚み方向
に３等分して切削する。３等分した立方体のうち、発泡成形体の表皮を含む、厚み方向か
ら見て上または下の試験片を試験片Ａ、中央の試験片を試験片Ｂとする。例えば、発泡成
形体から任意に選択した部分の厚みが３０ｍｍの場合、試験片Ａは発泡成形体の表皮を含
む１辺１０ｍｍの立方体となり、試験片Ｂは発泡成形体の表皮を含まない１辺１０ｍｍの
立方体となる。
　この試験片Ａの嵩発泡倍率の測定を行い、同様に測定した計１０点分の平均値を発泡成
形体の表層の嵩発泡倍率（Ｓｆ）とした。また、試験片Ｂの嵩発泡倍率の測定を行い、同
様に測定した計１０点分の平均値を発泡成形体の内部の嵩発泡倍率（Ｉｆ）とする。
　ただし、発泡成形体の厚みが２０ｍｍ未満の場合や、表面を含む水平な面が３０ｍｍ×
３０ｍｍ未満の場合はこれらの数値を測定に支障なき程度まで減らすことができる。
　また、発泡成形体の形状により計１０点分の測定が困難な場合は、測定可能な数まで測
定数を減らすことができる。
　測定した発泡成形体の表層および内部の嵩発泡倍率から内部／表層（Ｉｆ／Ｓｆ）の比
を算出する。
【００５１】
＜発泡成形体の加熱後寸法変化率＞
  ＪＩＳ  Ｋ  ６７６７：１９９９Ｋ「発泡プラスチック－ポリエチレン－試験方法」記
載のＢ法により測定した。尚、試験片は、１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×３０ｍｍ（厚さ）と
してその中央部に縦及び横方向にそれぞれ互いに平行に３本の直線を５０ｍｍ間隔になる
よう記入し、８０℃の熱風循環式乾燥機の中に１６８時間置いた後に取り出し、標準状態
の場所に１時間放置後、縦及び横線の寸法を下記式によって測定する。
　Ｓ＝（Ｌ１－Ｌ０）／Ｌ０×１００
式中、Ｓは加熱後寸法変化率（％）、Ｌ１は加熱後の平均寸法（ｍｍ）、Ｌ０は初めの平
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均寸法（ｍｍ）をそれぞれ表す。
【００５２】
［実施例１］
  ポリプロピレン系樹脂（プライムポリマー社製、商品名「Ｆ－７４４ＮＰ」、融点：１
４０℃）２０００ｇを押出機に供給して溶融混練してストランドカットにより造粒ペレッ
ト化することにより、球状（卵状）のポリプロピレン系樹脂粒子を得た。
  このときのポリプロピレン系樹脂粒子を１００粒あたり６０ｍｇ、平均粒子径約１ｍｍ
に調整した。
  次に、撹拌機付５Ｌオートクレーブに、前記ポリプロピレン系樹脂粒子８００ｇを入れ
、水性媒体として純水２ｋｇ、ピロリン酸マグネシウム２０ｇ、ドデシルベンゼンスルホ
ン酸ソーダ０．５ｇを加え、撹拌して水性媒体中に懸濁させ、１０分間保持し、その後６
０℃に昇温して水系懸濁液とした。
  次に、この懸濁液中にジクミルパーオキサイド０．７ｇを溶解させたスチレンモノマー
３４０ｇを３０分で滴下した。滴下後３０分保持し、ポリプロピレン系樹脂粒子にスチレ
ンモノマーを吸収させた。
  次に、反応系の温度をポリプロピレン系樹脂粒子の融点と同じ１４０℃に昇温して２時
間保持し、スチレンモノマーをポリプロピレン系樹脂粒子中で重合（第１の重合）させた
。
  次に、第１の重合の反応液をポリプロピレン系樹脂粒子の融点より２０℃低い１２０℃
にして、この懸濁液中に、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダ１．５ｇを加えた後、重合
開始剤としてジクミルパーオキサイド３．６ｇを溶解したスチレンモノマー体８６０ｇを
４時間かけて滴下し、ポリプロピレン系樹脂粒子に吸収させながら重合（第２の重合）を
行った。
  この滴下終了後、１２０℃で１時間保持した後に１４０℃に昇温し、３時間保持して重
合を完結し、改質樹脂粒子を得た。
【００５３】
　その後、反応系の温度を６０℃にして、この懸濁液中に、難燃剤としてトリ（２，３－
ジブロモプロピル）イソシアネート（日本化成社製）２０ｇと、難燃助剤として２，３－
ジメチル－２，３－ジフェニルブタン（化薬アクゾ社製）１０ｇとを投入し、投入後、反
応系の温度を１３０℃に昇温し、２時間撹拌を続け、次に、常温まで冷却し、改質樹脂粒
子を５Ｌオートクレーブから取り出した。取り出し後の改質樹脂粒子２ｋｇと水２Ｌを再
び撹拌機付５Ｌオートクレーブに投入し、発泡剤としてブタン３００ｇを撹拌機付５Ｌオ
ートクレーブに注入した。注入後、７０℃に昇温し、４時間撹拌を続けた。
  その後、常温まで冷却して５Ｌオートクレーブから取り出し、脱水乾燥した後に発泡剤
が含浸された樹脂粒子（発泡性樹脂粒子）を得た。
【００５４】
  次に、得られた発泡性樹脂粒子を嵩発泡倍数２０倍に予備発泡させ、発泡樹脂粒子を得
た。
  さらに、得られた発泡樹脂粒子を１日間室温に放置した後、４００ｍｍ×３００ｍｍ×
３０ｍｍの大きさのキャビティを有する成形型の該キャビティ内に充填し、成形型に０．
２５ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して加熱し、その後、発泡成形体の最高面圧が０．０
０１ＭＰａに低下するまで冷却して、発泡成形体を得た。
　この成形条件により外観、融着とも良好な発泡成形体を得た。
  そして、得られた発泡成形体を用いて、発泡成形体全体、表層および内部における見か
けの嵩発泡倍率、ＣＳ硬度、加熱後寸法変化率の測定を行った。
　各種測定結果を表１に示す。
【００５５】
［実施例２］
　実施例１と同様にして形成した発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数４０倍に予備発泡したこ
と以外は実施例１と同様にして、発泡成形体を作製した。
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　各種測定結果を表１に示す。
【００５６】
［実施例３］
　実施例１と同様にして形成した発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数５０倍に予備発泡したこ
とと、成形型に０．２０ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して成形を行ったこと以外は実施
例１と同様にして、発泡成形体を作製した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００５７】
[実施例４]
　ポリプロピレン系樹脂（プライムポリマー社製、商品名「Ｆ－７４４ＮＰ」、融点：１
４０℃）２０００ｇを押出機に供給して溶融混練してストランドカットにより造粒ペレッ
ト化することにより、球状（卵状）のポリプロピレン系樹脂粒子を得た。
  このときのポリプロピレン系樹脂粒子を１００粒あたり６０ｍｇ、平均粒子径約１ｍｍ
に調整した。
　前記ポリプロピレン系樹脂粒子６００ｇを撹拌機付５Ｌオートクレーブに入れ、水性媒
体として純水２ｋｇ、ピロリン酸マグネシウム２０ｇ、ドデシルベンゼンスルホン酸ソー
ダ０．５ｇを加え、撹拌して水性媒体中に懸濁させ、１０分間保持し、その後６０℃に昇
温して水系懸濁液とした。
　この懸濁液中に、ジクミルパーオキサイド０．５ｇを溶解させたスチレンモノマー２５
０ｇを３０分で滴下した。滴下後３０分保持し、ポリプロピレン系樹脂粒子にスチレンモ
ノマーを吸収させた。
　次に、反応系の温度をポリプロピレン系樹脂粒子の融点と同じ１４０℃に昇温して２時
間保持し、スチレンモノマーをポリプロピレン系樹脂粒子中で重合（第１の重合）させた
。
　第１重合段階の反応液をポリプロピレン系樹脂粒子の融点より２０℃低い１２０℃にし
て、この懸濁液中に、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダ１．５ｇを加えた後、ジクミル
パーオキサイド４．２ｇを溶解したスチレンモノマー１１５０ｇを５．５時間かけて滴下
し、ポリプロピレン系樹脂粒子に吸収させながら重合を行った。
　この滴下終了後、１２０℃で１時間保持した後に１４０℃に昇温し、３時間保持して重
合を完結し（第２重合段階）、改質樹脂粒子を得た。
【００５８】
　その後、反応系の温度を６０℃にして、この懸濁液中に、トリ（２，３－ジブロモプロ
ピル）イソシアネート（日本化成社製）２０ｇと、２，３－ジメチル－２，３－ジフェニ
ルブタン（化薬アクゾ社製）１０ｇを投入し、投入後、反応系の温度を１３０℃に昇温し
、２時間撹拌を続け、次に、常温まで冷却し、改質樹脂粒子を５Ｌオートクレーブから取
り出した。取り出し後の改質樹脂粒子２ｋｇと水２Ｌを再び撹拌機付５Ｌオートクレーブ
に投入し、発泡剤としてブタン３００ｇを撹拌機付５Ｌオートクレーブに注入した。注入
後、７０℃に昇温し、４時間撹拌を続けた。
  その後、常温まで冷却して５Ｌオートクレーブから取り出し、脱水乾燥した後に発泡性
樹脂粒子を得た。
　この発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数４０倍に予備発泡したこと以外は、実施例１と同様
にして、発泡成形体を作製した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００５９】
[実施例５]
　ポリプロピレン系樹脂（プライムポリマー社製、商品名「Ｆ－７４４ＮＰ」、融点：１
４０℃）２０００ｇを押出機に供給して溶融混練してストランドカットにより造粒ペレッ
ト化することにより、球状（卵状）のポリプロピレン系樹脂粒子を得た。
  このときのポリプロピレン系樹脂粒子を１００粒あたり６０ｍｇ、平均粒子径約１ｍｍ
に調整した。
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　前記ポリプロピレン系樹脂粒子１０００ｇを撹拌機付５Ｌオートクレーブに入れ、水性
媒体として純水２ｋｇ、ピロリン酸マグネシウム２０ｇ、ドデシルベンゼンスルホン酸ソ
ーダ０．５ｇを加え、撹拌して水性媒体中に懸濁させ、１０分間保持し、その後６０℃に
昇温して水系懸濁液とした。
　この懸濁液中に、ジクミルパーオキサイド０．８ｇを溶解させたスチレンモノマー４２
０ｇを３０分で滴下した。滴下後３０分保持し、ポリプロピレン系樹脂粒子にスチレンモ
ノマーを吸収させた。
　次に、反応系の温度をポリプロピレン系樹脂粒子の融点と同じ１４０℃に昇温して２時
間保持し、スチレンモノマーをポリプロピレン系樹脂粒子中で重合（第１の重合）させた
。
　第１重合段階の反応液をポリプロピレン系樹脂粒子の融点より２０℃低い１２０℃にし
て、この懸濁液中に、ドデシルベンゼンスルホン酸ソーダ１．５ｇを加えた後、ジクミル
パーオキサイド３ｇを溶解したスチレンモノマー５８０ｇを２．７５時間かけて滴下し、
ポリプロピレン系樹脂粒子に吸収させながら重合を行った。
　この滴下終了後、１２０℃で１時間保持した後に１４０℃に昇温し、３時間保持して重
合を完結し（第２重合段階）、改質樹脂粒子を得た。
【００６０】
　その後、反応系の温度を６０℃にして、この懸濁液中に、トリ（２，３－ジブロモプロ
ピル）イソシアネート（日本化成社製）２０ｇと、２，３－ジメチル－２，３－ジフェニ
ルブタン（化薬アクゾ社製）１０ｇを投入し、投入後、反応系の温度を１３０℃に昇温し
、２時間撹拌を続け、次に、常温まで冷却し、改質樹脂粒子を５Ｌオートクレーブから取
り出した。取り出し後の改質樹脂粒子２ｋｇと水２Ｌを再び撹拌機付５Ｌオートクレーブ
に投入し、発泡剤としてブタン３００ｇを撹拌機付５Ｌオートクレーブに注入した。注入
後、７０℃に昇温し、４時間撹拌を続けた。
  その後、常温まで冷却して５Ｌオートクレーブから取り出し、脱水乾燥した後に発泡性
樹脂粒子を得た。
　この発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数３０倍に予備発泡したこと以外は、実施例１と同様
にして、発泡成形体を作製した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００６１】
[実施例６]
　実施例２と同様にして得られた嵩発泡倍数４０倍の発泡樹脂粒子を１日間室温に放置し
た後、４００ｍｍ×３００ｍｍ×５０ｍｍの大きさのキャビティを有する成形型の該キャ
ビティ内に充填し、成形型に０．２５ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して加熱し、その後
、発泡成形体の最高面圧が０．００１ＭＰａに低下するまで冷却して、発泡成形体を作製
した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００６２】
[実施例７]
　実施例６と同様にして得られた嵩発泡倍数４０倍の発泡樹脂粒子を１日間室温に放置し
た後、４００ｍｍ×３００ｍｍ×１００ｍｍの大きさのキャビティを有する成形型の該キ
ャビティ内に充填し、成形型に０．２５ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して加熱し、その
後、発泡成形体の最高面圧が０．００１ＭＰａに低下するまで冷却して、発泡成形体を作
製した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００６３】
［比較例１］
　実施例１と同様にして形成した発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数５０倍に予備発泡したこ
とと、成形型に０．１５ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して成形を行ったこと以外は実施
例１と同様にして、発泡成形体を作製した。
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　各種測定結果を表１に示す。
【００６４】
[比較例２]
　実施例１と同様にして形成した発泡性樹脂粒子を、嵩発泡倍数３０倍に予備発泡したこ
とと、成形型に０．１３ＭＰａの水蒸気を５０秒間導入して成形を行ったこと以外は実施
例１と同様にして、発泡成形体を作製した。
　各種測定結果を表１に示す。
【００６５】
【表１】

【００６６】
　表１に記した結果より、発泡成形体の内部と表層の見かけの嵩発泡倍率の比（内部/表
層）が大きくなった実施例１～７は、加熱後寸法変化率の小さい、良好な発泡成形体を得
ることができ、得られた発泡成形体の表面のＣＳ硬度も良好な結果が得られた。
　一方、発泡成形体の内部と表層の見かけの嵩発泡倍率の比（内部/表層）が、小さくな
った比較例１は、発泡成形体全体の見かけの嵩発泡倍率がほぼ同等の実施例３と比較して
、発泡成形体の表面のＣＳ硬度が低くなった。
　また、比較例１と同様、発泡成形体の内部と表層の見かけの嵩発泡倍率の比（内部/表
層）が小さくなった比較例２は、実施例２と比較して発泡成形体全体の見かけの嵩発泡倍
率が１０以上低いにも関わらず、同程度のＣＳ硬度しか発揮することができなかった。
【００６７】
　以上のことから、表層と内部の嵩発泡倍率の比率が１．１≦内部／表層≦１．８、好ま
しくは１．１５≦内部／表層≦１．７である発泡成形体は、その表面の硬度が良好で加熱
後寸法変化率が小さいので、優れていることが判る。
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